
 

  

 

 

代表社員 小前 和男 

【賞与・退職金の最高裁判断】 

当事務所のニュースで昨年１０月の「大阪医科薬科大学事件」「メトロコマース事件」「日本郵便３事件」の最

高裁の判決について紹介してきました。 

先の２つの事件で争われた最大の焦点は「賞与」「退職金」を非正規（有期契約）雇用労働者に支給しないこと   

は不合理と認められるかどうかについてで、最高裁は不合理とは言えないと判示しました。 

不合理性の判断要素としてあげられている３要素「職務の内容」「変更の範囲」「その他の事情」のうち「その他

の事情」として「正職員として職務を遂行し得る人材の確保やその定着を図る目的」から「賞与」・「退職金」を正

職員に支給し、非正規雇用労働者には支給しないとしても不合理と言えないと判示しました。この「正職員として

の職務を遂行し得る人材の確保やその定着を図る目的」とする制度は「（有為）人材確保論」と言われており、日

本型雇用システム（メンバーシップ型雇用システム）の代表的な考え方です。最高裁はこの日本型雇用システムを

不合理性の判断基準の「その他の事情」として容認したと言われています。 

 

 【日本型雇用システム】 

 バブル崩壊以降、経団連（日経連）が推奨してきた「企業の基幹的業務を担うのは無期契約の正社員を活用し、

定型的・単純な業務を担うのは景気の調整弁としても活用できる有期雇用労働者を活用する」とした日本型雇用

システムにより、非正規雇用労働者が労働者の約４割にも達し、賃金水準が正規雇用労働者の約６割の水準とい

う格差となり大きな社会的問題となりました。平成 24 年に非正規雇用の増加や格差を是正するための施策とし

て労働契約法の改正に至りました。今回その格差をめぐって争われたわけですが、終身雇用、年功的賃金（定期昇

給）という日本型雇用システム（メンバーシップ制）に守られた正社員に対し、不安定な有期雇用労働者の賃金の

うち、賞与、退職金の不支給が容認されたことは、格差是正の立法趣旨に沿うものとは、言い難いと考えます。 

「正社員としての職務を遂行し得る人材」とは、職務・勤務地等を限定されず、使用者の業務上の指示により配置

転換を原則受け入れ、必要に応じて長時間労働する者で、一般的に職務（ジョブ型）に基づき採用される非正規雇

用労働者とは働き方は相違するのは当然です。働き方に相違点があっても格差を是正するには、ヨーロッパ並み

の正規、非正規間の均等待遇とまでは望めませんが、2事件の高裁判決のような均衡待遇（退職金の一定割合の支

給、賞与不支給は不合理）の考え方が妥当と思われます。しかし、最高裁は不合理性を認めず均衡論を採用しませ

んでした。 

次号以降、この論点を中心に学者や実務家（弁護士）等の見解を紹介しながら、実務対応について述べていきま

す。 
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在宅勤務の方法が労働法規に適合しているか、就業規則と矛盾がないか、十分な労務管理や情報管理ができ

るかという問題が生じることが考えられます。そこで厚生労働省は「テレワークガイドライン」を公表してお

りガイドラインも踏まえながら在宅勤務の制度設計を行う必要があるとしています。 

【労働時間管理】 

在宅勤務であっても、労働者の労働時間について適正に把握する義務があります。自宅は会社の事業場外で

あることから、在宅勤務に「事業場外みなし労働時間」制度を適用し、実際の労働時間にかかわらず、所定労

働時間労働したものとみなすことができるかが問題となります。事業場外みなし労働時間制度は「労働時間を

算定し難いとき」にのみ適用できます。「労働時間を算定し難いとき」であるというためには、次の要件をいず

れも満たす必要があります。 

① 情報通信機器を通じた使用者の指示に即応する義務がない状態であること 

② 随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を行っていないこと 

また在宅勤務は、過重労働の歯止めが利かなくなる可能性があるため、時間外労働や休日労働は原則として

禁止する等も考えられます。 

【情報管理】 

在宅勤務の場合、直接管理ができないため、情報漏えいのリスクは会社での勤務に比べて高くなるものと思

われます。したがって、秘密情報を持つ従業員に対して在宅勤務を命じる（認める）際には、情報管理がなさ

れうる社内体制が構築されていること等の情報漏えいリスクが低減されていることを確認することが必要と考

えられます。 

 

 

 

「職域のための新型コロナウイルス感染症対策ガイド」（第４版）によれば、新型コロナの世界的流行が続く

中、海外出張者や駐在員への健康対策の検討にあたっては、流行による健康問題への影響だけではなく、日本

政府の渡航中止勧告、出入国に関する制限措置、渡航先の国・地域の入国制限措置を確認したうえで対策を講

じなければなりません。海外勤務者に対する健康対策としては、以下のような内容が考えられます。 

（１）渡航先の情報入手 

外務省感染症危険情報、出入国措置情報を収集するほか、非感染証明検査及び証明書発行医療機関情報など

を確認しておく、新型コロナウイルスの流行状況を調べておくことが考えられます。 

（２）健康サポート対策の構築 

海外勤務者（３か月以上の渡航）には「オンライン在留届」に登録させ、３か月未満の渡航については「た

びレジ」に登録させるほか、医療機関に関する情報を整理しておくことが考えられます。 

（３）海外勤務者に対する健康リスク評価 

海外駐在者のみならず出張者に対しても出張に耐えうる健康状態であるか評価します。年齢、既往歴、基礎

疾患等に加えて、現地の流行状況等を参考にして健康リスク評価を行います。 

（４）海外勤務者への健康指導 

日本からの入国制限のある国・地域へ海外赴任する場合には、入国後14日間の隔離など行動制限があるこ

とを事前に説明しておきます。常備薬は少なくとも3か月分は持参させます。 

（５）海外からの退避の検討 

流行が拡大し医療崩壊の懸念が強い場合や流行に伴い治安状況が悪化した場合などは、早期に海外勤務者お

よび帯同家族を退避させることを検討します。 

 

 

 

新型コロナウイルス対応（海外出張者・駐在員への対策） 

新型コロナウイルス対応（在宅勤務に関する留意点） 



 

 

 

【特に業況が厳しい大企業への雇用調整助成金の助成率引上げ】 

緊急事態宣言の発出に伴い、緊急事態宣言対象地域の知事の要請を受けて営業時間の短縮等に協力する  

飲食店等に対しては、雇用調整助成金に係る大企業の助成率を最大10／10 に引き上げることとしていま

す。これに該当する大企業および中小企業の全ての事業所を対象として、令和3年1月8日以降緊急事態宣

言解除月の翌月末までの休業等については、雇用維持要件の緩和も予定されています。 

これに加え、生産指標（売上等）が前年又は前々年同期と比べ、最近３か月の月平均値で30％以上減少し

た全国の大企業に関して、当該宣言が全国で解除された月の翌月末まで、雇用調整助成金の助成率を最大10

／10に引き上げます。 

 助成率（解雇等がある場合） 助成率（解雇等がない場合） 

大企業 ２／３ ⇒ ４／５ ３／４ ⇒ １０／１０ 

中小企業 ４／５ １０／１０ 

※特例措置以外の場合は、大企業は１／２、中小企業は２／３ 

【雇用調整助成金の受給期間の延長】 

通常、雇用調整助成金は、1年間の期間（対象期間）内に実施した休業等について受給することができます

が、新型コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の特例措置延長に伴い、1年を超えて引き続き 受給

することができるようになりました。 

※1年を超えて引き続き受給できる期限は令和3年６月３０日までとなります。 

【雇用調整助成金の特例措置】 

 雇用調整助成金等については、緊急事態宣言が全国で解除された月の翌月末まで現行の特例措置を延長する

ことになりました。その後は、助成率や上限額の特例が徐々に縮減されることが想定されています。最新情報

をご確認ください。 

 

 

 

新型コロナウイルス感染防止の一環として、在宅勤務を実施する企業が増えています。また、必要な費用として

在宅勤務手当を支給する企業も増えている中、国税庁は「在宅勤務に係る費用負担等に関するFAQ（源泉所得税

関係）」を公表し、企業が従業員に手当を支給した場合や費用負担を行う場合の課税関係の取扱いを示しています。 

【在宅勤務手当】 

在宅勤務に通常必要な費用の実費相当額を精算する方法により支給した場合は、課税する必要はありません。

一方で、例えば毎月5,000円を渡切りで支給するなど、業務に使用しなかった場合でも返還の必要がないものを

支給した場合は、課税する必要があります。 

【通信費に係る業務使用部分の計算方法】 

業務のために使用した基本使用料や通信料等＝[従業員が負担した1か月の基本使用料や通信料等]×[その従業

員の1か月の在宅勤務日数／該当月の日数]×1/2 

通話明細等で業務使用分を確認できる「通話料」や上記算式で算出したものを支給する場合には、課税しなくて差

し支えありません。 

【電気料金に係る業務使用部分の計算方法】 

業務のために使用した基本料金や電気使用料＝[従業員が負担した 1 か月の基本料金や電気使用料] ×[業務の

ために使用した部屋の床面積／自宅の床面積]×[その従業員の1か月の在宅勤務日数／該当月の日数]×1/2 

上記算式で算出したものを支給する場合には、課税しなくて差し支えありません。 

詳細は、こちらです。https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0020012-080.pdf 

 

 

雇用調整助成金についてのお知らせ 

在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQを公表／国税庁 
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令和2年12月25日より、年金手続きの申請・届出様式の一部を除き、押印が原則廃止されました。 

令和2年12月25日以降も、押印欄のある旧様式は使用いただけます。また、旧様式により提出される場合

も、押印は必要ありません。 

 

（※）引き続き押印が必要な届書は次のとおりです。 

●国民年金保険料口座振替納付（変更）申出書 

●国民年金保険料口座振替辞退申出書 

●委任状（年金分割の合意書請求用） 

●公的年金等の受給者の扶養親族等申告書 

●健康保険・厚生年金保険 保険料口座振替納付（変更）申出書 

●健康保険・厚生年金保険 保険料預金口座振替辞退（取消）通知書 

 

また、労災保険の請求等についても、すべての書類において押印は不要となります。 

請求人等の記名について、全て同一の筆跡と思われる場合や全て情報通信機器を使用した印字である等、記名の

信ぴょう性につき疑義が生じた場合については、電話照会等により確認が行われることがありますのでご留意く

ださい。 

 

 

 

令和3年4月より、時間外・休日労働に関する協定届（３６協定届）の様式が新しくなります。 

【変更①：押印・署名の廃止】 

労働基準監督署に届出る協定届の署名・押印を省略し、記名のみとすることが可能になります。ただし、協定

届が協定書を兼ねる場合は、従来通り労働者代表および使用者それぞれの署名または記名押印が必要です。 

【変更②：労働者代表の選出に関するチェックボックスの新設】 

３６協定の適切な締結に向け、労働者代表の選出方法についての留意事項が組み込まれました。これを機に正

しく選出できているかどうか、今一度ご確認ください。 

 

 

 

 

オリンピック開催中の混雑緩和等を目的として、令和3年は下記3つの祝日が移動します。昨年末に正式公

布されたため、変更が反映されていないカレンダーも存在します。正しい認識でスケジュールを組めるよう、今

年は特に注意が必要です。 

 

祝日名 例年 ⇒令和3年は平日に 特例措置 ⇒令和3年は祝日に 

海の日 7月の第3月曜日 7月2２日（木曜日） 

スポーツの日 10月の第2月曜日 7月2３日（金曜日） 

山の日 8月11日 8月８日（日曜日） ※８月９日（月）は振替休日 

 

 

年金手続きおよび労災保険請求等の押印原則廃止 

３６協定届が新しくなります 

令和 3年 祝日が移動します 

ご不明な点や詳細は、  
担当者まで 

お問い合わせください。 

http://www.akatsuki-sr.jp/

